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カスタマーハラスメントに対する基本方針について 

 

【目的】 

社会福祉法人日本ヘレンケラー財団（以下「法人」という。）が、法人理念の実現と実践に

向けた取り組みを進めるためには、事業者である法人とご利用者やそのご家族、地域住民、関

係先の皆様（以下「ご利用者等皆様」という。）との信頼に基づく協力関係を欠くことはでき

ません。また、社会福祉法人として地域福祉を着実に推進していくためには、働く職員の人権

が尊重され、安心していきいきと活躍し、十分に能力が発揮されることも重要です。そして、

事業者とご利用者等皆様がお互いに信頼しあい、職員も安心して気持ちよく働くことができれ

ば、結果としてご利用者等皆様に対するよりよいサービスの提供によるご利用者等皆様の満足

度の向上及び課題解決につながると考えます。 

このカスタマーハラスメントに対する組織としての方針は、これらを実現するためにご利用

者等皆様にもご協力いただきたいこと、知っておいていただきたいことをお伝えするために作

成したものです。 

 

【カスタマーハラスメントについて】 

カスタマーハラスメントは、「顧客等からのクレーム・言動のうち、当該クレーム・言動の

要求の内容の妥当性に照らして、当該要求を実現するための手段・態様が社会通念上不相当な

ものであって、当該手段・態様により、労働者の就労環境が害されるもの」と定義され、職場

での対策が求められています。（厚生労働省より） 

法人は、カスタマーハラスメントから職員を守り、全ての職員に安心して気持ちよく働ける

労働環境を提供する義務があると考えており、労働契約法第 5 条において「使用者は、労働契

約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な

配慮をするものとする。」と規定されているとおり、職員の心身の健康に配慮しなければなら

ないという安全配慮義務を負っています。 

法人は、職員の人権を守るとともに就業環境を維持するために、これらの行為に対しては、

ご利用者等皆様に対し、誠意をもって対応しつつも、毅然とした態度で対応します。 

職員が、ご利用者等皆様からこれらの行為を受けた場合は、当該職員や当該行為を目撃した

職員が上司等に報告、相談することとし、相談があった際には、組織的な対応を行います。 

 

【対象となる行為】 

労働施策総合推進法が定義する 6 種のハラスメント「身体的な攻撃」「精神的な攻撃」「人間

関係からの切り離し」「過大な要求」「過小な要求」「個の侵害」に則り、下記について想定し



ております。なお、以下の記載は例示であり、これらに限られるという趣旨ではありません。 

（１）要求内容の妥当性に関わらず不相当とされる可能性が高いもの 

① 身体的攻撃（物を投げる、叩く、蹴るなど身体的な力を使って危害を及ぼす行為） 

② 精神的攻撃（脅迫、侮辱、暴言、名誉棄損、誹謗中傷等、インターネット・ＳＮＳ上の

ものも含む） 

③ 性的言動（性的・卑猥な言動 、その他職員が嫌がる性的な行為をする等） 

④ 威圧的な言動 

⑤ 土下座の要求 

⑥ 継続的な（繰り返される）、執拗な（しつこい）言動（電話、メール並びにＳＮＳのメッ

セージ送信、来訪、ストーカー行為、自宅等事業所以外の場所への呼び出しも含む） 

⑦ 拘束的な行動（不退去、居座り、監禁、合理的な理由のない⾧時間の拘束） 

⑧ 職員個人への攻撃や要求（人格の否定、プライバシー侵害、その他差別的な言動や各種

ハラスメントを含む） 

（２）要求内容の妥当性に照らして社会通念上 不相当とされる場合があるもの 

① 社会通念上相当程度を超えるサービス、および法令違反となるサービスの提供の要求 

② 職員に対する解雇等の法人内処罰の要求 

③ 金銭補償の要求 

④ 合理的理由のない謝罪の要求（土下座を除く） 

 

【カスタマーハラスメントへの対応】 

（１）法人内対応 

① 合理的及び理性的な話し合いを求め、より良い関係の構築に努めます。 

② カスタマーハラスメントの発生に備え、各職員がカスタマーハラスメントに関する知識

及び対処法を習得するための施策を実施します。 

③ カスタマーハラスメントが発生時の対応方法、手順を定める等、対応体制を構築します。 

④ カスタマーハラスメントに関する相談窓口を設置します。 

⑤ カスタマーハラスメントの被害にあった職員のケアを最優先に行うよう努めます。状況

により当該職員及び当該ご利用者等皆様の担当を代わるなどの対応をします。 

（２）法人外対応 

① カスタマーハラスメントに屈することなく、合理的及び理性的な話し合いを求め、より

良い関係の構築に努めます。 

② カスタマーハラスメントが行われた場合は、必要な措置を講じたうえで利用契約の解除

又は中止、支援のお断りをさせていただくことがあります。 

③ カスタマーハラスメントが行われた場合は、必要に応じて、弁護士等の専門機関と連携



し対応します。 

④ カスタマーハラスメントの性質が、反社会的勢力および反社会勢力を背景としたまたは

その関係を想定させる不当または不法な圧力である場合は、直ちに警察等関係機関と連

携を図り対応します。 

⑤ カスタマーハラスメントに関することについては、その内容を正確に把握するため、電

話や会話の内容を録音させていただく場合がございます。また、録音内容につきまして

は、当該カスタマーハラスメントの解決のために利用させていただきます。 

 

【ご利用者等皆様へのお願い】～カスタマーハラスメント防止のために～ 

上記「目的」及び「カスタマーハラスメントについて」でも示しましたように、職員の心身

の安心・安全を確保し、ご利用者等皆様と職員の間で良好な関係を築くためにこの指針を制定

いたしました。ご利用者等皆様には、ハラスメント行為についてご理解いただくとともに、ハ

ラスメントを未然に防ぐために法令遵守・人権尊重の意識に基づいた行動をお願い致します。 

今後も、ご利用者等皆様と職員とのよりよい関係の構築により、質の高いサービスの提供に

尽力するとともに、共に豊かな福祉社会の実現に向けて前進していきたいと考えておりますの

で、引き続きご協力くださいますようお願い致します。 
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